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協議会及び部会での検討事項について

１ 今後の協議会及び部会の検討事項について（スケジュール） ・・・・・・・・・ 資料１－１

２ 小児医療・周産期医療に関する新規事業について ・・・・・・・・・ 資料１－２

３ 令和６年度の災害訓練について ・・・・・・・・・ 資料１－３

４ 働き方改革の取組みに関する調査について ・・・・・・・・・ 資料１－４

５ 「１か月児」及び「５歳児」健康診査支援事業について ・・・・・・・・・ 資料１－５
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今後の協議会及び部会の検討事項について（スケジュール） 資料１－１

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 R6.１月 ２月 ３月

協議会

周産期部会
小児部会

第１回協議会 第２回協議会

第１回部会 第２回部会

【今年度の主な協議・検討事項】

①協議会（年２回の開催を予定）

⚫ 協議会の組織及び運営 ※本日の第１回協議会

⚫ 部会報告、その他協議・検討事項

②周産期医療検討部会及び小児医療検討部会（年2回の開催を予定）

⚫ 今年度から実施する、小児・周産期医療に関する新規事業の検証を行う。

⚫ 大阪府が主催となっている近畿ブロック災害訓練において実施する、小児周産期災害リエゾン訓練

の検証・報告を行う。

【令和６年度のスケジュール（予定）】

2



3

資料１－３小児医療・周産期医療に関する新規・拡充事業について 資料１－２

⑤災害時小児・周産期医療体制確保充実事業（新規）

・第８次大阪府医療計画を踏まえ、令和６年度から下記の新規・拡充事業を実施。

【小児医療】

【小児・周産期医療】

③小児医療連携体制・受入体制構築事業（新規）

①妊産婦のメンタルヘルスに関するネットワーク構築事業（新規）

②新生児マススクリーニング検査に関する実証事業（新規）

【周産期医療】

④小児救急電話相談事業（拡充）



妊産婦メンタルヘルスネットワーク構築事業《新規》

妊産婦の自殺数が産科的合併症による母体死亡数を上回っていると言われ、妊産婦のメンタルヘルスケアが大きな課題となっている。府ではこれまで産前・産後のメン
タルヘルスをサポートするため妊産婦こころの相談センターを運営していたが、加えて精神疾患合併妊産婦の受入が一部医療機関に集中していることなど精神科医療機
関の連携が課題となっている。地域で安心して出産できる環境の整備をめざし妊産婦のメンタルヘルスの診療に係る各医療機関、市町村等と連携したネットワーク体制
の構築を図る。

【国等】
H26 東京都監察医務院と順天堂大学の調査により自殺が

妊産婦死亡の最大の要因であることが判明
H26 産前・産後サポート事業、産後ケア事業開始
H29 産婦健康診査事業開始
H29「自殺総合対策大綱」に妊産婦の支援の充実を追加
R4 同大綱に妊産婦の支援を新たに「重点施策」に位置

付け

【府の取組み】
H28 大阪府妊産婦こころの相談センター開始
H29 最重症合併症妊産婦受入体制検証会議での検討
H30 妊産婦メンタルヘルス検討会開催（府・市町村）
R1 精神保健懇話会での検討
R2～ 市町村との事例検討会開催
R5 精神疾患合併妊産婦受入に関する医療機関意見聴取

これまでの経過

【医療機関】主に精神疾患合併妊産婦
・産科・精神科領域の相互理解が進んでい
ないことにより、救急・高次搬送の需要、
受入体制に負担が生じている。
・精神病床のある一部の高次医療機関に患
者が集中、遠方への通院が必要となり府民
にとっては不便。

【市町村】主にメンタルヘルス不調
・妊娠・出産を機にメンタルヘルスに不調
をきたしているものの、境界域の方の支援
に困難を生じている。
・地域で受診できる医療機関が少ない。
・専門家の助言を得つつ地域で支援する体
制整備が必要。

課題

①ネットワーク構築・連携会議開催
・妊産婦診療可能な精神科医療機関リスト作成、支援
が必要な妊産婦を把握した場合のフォロー体制図や情
報連携様式等の作成・検討
・関係者・関係機関による連絡会を設置・開催
②相談・コーディネート業務
・拠点病院を設置し、コーディネーターを配置。
・支援が必要な妊産婦を地域の医療機関受診につなげ
るためのコーディネータによる連絡・調整
・市町村等の関係機関や地域の精神科医療機関からの
メンタルヘルスに関する相談や診療支援
③マニュアル作成、研修・事例検討会等
・精神疾患合併妊産婦支援マニュアルの作成・検討
・拠点病院から市町村等の関係機関や地域の精神科医
療機関への専門家の派遣 等

事業内容

目的

小児医療・周産期医療に関する新規事業について（妊産婦のメンタルヘルスに関するネットワーク構築事業） 資料１－２
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母子医療Ｃ

保健所

こころの健康C

助産師

精神科医の派遣

大阪精神科病院協会
大阪精神科診療所協会

子ども家庭センター

相談支援

妊産婦こころの相談センター

特定妊婦・産褥うつ等の妊産婦本人及び家族

市町村

産婦人科

精神保健・福祉
領域でのサポート

関係機関から
の相談・紹介

精神科

関係機関への
助言・連携支援等

支援強化（診療支援・
コーディネート等）

〇医療機関と保健機関をつなぐ情報連
携様式等の作成検討

〇支援が必要な妊産婦を地域
医療機関受診につなぐための
コーディネート

〇地域医療機関への診療支援

〇重篤化した精神疾患合併妊産婦など困難事例の受
け入れ調整、支援マニュアルの作成・人材育成等

〇医療提供体制強化のためのネットワーク構築・連携会議開催

小児医療・周産期医療に関する新規事業について（妊産婦のメンタルヘルスに関するネットワーク構築事業）資料１－３

ネットワーク構築・連携会議：令和６年７月18日に開催

小児医療・周産期医療に関する新規事業について（妊産婦のメンタルヘルスに関するネットワーク構築事業） 資料１－２
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小児医療・周産期医療に関する新規事業について（新生児マススクリーニング検査に関する実証事業） 資料１－２

■目的
新生児マススクリーニング検査（先天性代謝異常等検査）については、現在、都道府県及び指定都市において２０疾患を対象に
公費負担により実施されている。治療薬の開発等により、早期発見・早期治療が可能となった２疾患について、将来的な検査対
象の拡大をめざし、国が実施する実証事業に参加する。

■内容
国の実証事業を活用した新生児マススクリーニング検査を新たに実施し、併せて、国の調査研究事業に対し検査データの提供を
はじめとした連携・協力を行う。
（１）検査対象者：大阪府では府内（大阪市・堺市を除く）の分娩施設で出生した新生児
※検査には保護者の同意が必要。実証事業に係る検査費用は無料。
※大阪市・堺市についても、実証事業に参加。
（２）検査対象疾患：①重症複合免疫不全症（SCID）及び②脊髄性筋萎縮症（SMA）
（３）検査実施機関（委託）：地方独立行政法人大阪府立病院機構大阪母子医療センター

※実証事業への参画都道府県・指定都市

栃木県・埼玉県・千葉県・福井県・愛知県

滋賀県・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県

広島県・佐賀県・熊本県

さいたま市・千葉市・名古屋市

大阪市・堺市・神戸市・広島市・熊本市

・大阪府における重症複合免疫不全症（SCID）及び脊髄性筋萎縮症（SMA）
の総検査数は、約８，０００件（令和６年３月から同年５月まで）。

・上記うち、SCIDで陽性が１件（精密検査の結果、陰性と判明）。
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受 入 可 能 情 報 デ ー タ ベ ー ス

②情報参照・
病院候補を抽出

小児医療連携体制・受入体制構築事業（データベースを活用した情報提供業務のイメージ）

小児科診療所等

Ａ医療圏

小児中核病院・
小児地域医療センター

Ｃ医療圏

小児中核病院・
小児地域医療センター

Ｂ医療圏

小児中核病院・
小児地域医療センター

Ａ医療圏

小児中核病院・
小児地域医療センター
（コーディネーターあり）

Ａ医療圏

①情報提供を依頼

③患者の状態に応じた
受入可能病院候補を情報提供
（例：Ｃ医療圏の〇〇病院）

④提供情報をもとに連絡・入院調整

※ コーディネーター設置の小児中核病院または小児地域医療センター（＝委託先医療機関）が窓口となり、依頼

があった診療所等から聞き取った患者の状態と、データベースに登録されている情報をもとに受入可能病院候

補を抽出し提供する（データベース運用開始時は小児中核病院及び小児地域医療センターに限定予定）。

＜データベースへの入力＞
府内全ての小児中核病院

及び小児地域医療センター

情報提供実施報告等
（毎月・契約期間満了後）

委託料支払

※①～④：情報提供業務の流れ

大阪府

資料１－２小児医療・周産期医療に関する新規事業について（小児医療連携体制・受入体制構築事業） 資料１－２
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小児医療・周産期医療に関する新規事業について（小児医療連携体制・受入体制構築事業）

1. 連絡会議の開催・運営業務について

⚫ コーディネーター配置医療機関は、圏域内小児医療連絡会議事務局として、大阪府と連携のうえ、会議の開催・運営を担っていただきます（年２～３回の開催を想定）。

連絡会議事務局として担っていただく業務の内容

• 連絡会議開催に伴う準備作業（日程調整、出席者への開催通知等）

• 連絡会議の運営（議事進行）

• 連絡会議終了後に行う業務（出席者への謝金支払、議事概要の共有等）

2. 連絡会議の参画メンバー、主な検討事項

連絡会議参画メンバー（案）

• 二次医療圏内にある小児科拠点医療機関（小児中核病院及び小児地域医療センター）

• 関係団体（大阪小児科医会、地区医師会）※小児科一般病院・診療所の代表として位置づけ

• 大阪府災害時小児周産期リエゾン

• 上記以外に、地域の実情を踏まえコーディネーター配置医療機関が適当と考える関

係機関（行政機関等）

主な検討事項（案）

• 二次医療圏内における小児医療提供体制に関すること（課題共有等）

• 受入可能情報データベースに関すること

（情報提供事例の共有等）

• 上記のほか、小児医療に係る情報交換に関すること

※このほか、府域全体の小児医療について府が会議を開催し、各圏域の問題の共有や、受入可能情報データベースの運用等について検討する予定。

（想定する参画メンバー：小児中核病院、コーディネーター配置の小児地域医療センター、大阪小児科医会、大阪府災害時小児周産期リエゾン等）

資料１－２



小児医療連携体制・受入体制構築事業（委託先医療機関）

二次医療圏 病院名 病院所在市区 指定の別

豊能 大阪大学医学部附属病院 吹田市 小児中核病院

三島 愛仁会高槻病院 高槻市 小児地域医療センター

北河内 関西医科大学附属病院 枚方市 小児中核病院

中河内 市立東大阪医療センター 東大阪市 小児地域医療センター

南河内 （協議中）

堺市 堺市立総合医療センター 堺市西区 小児地域医療センター

泉州 泉大津市立病院 泉大津市 小児地域医療センター

大阪市北部
(都島/東淀川/旭/淀川/北)

大阪旭こども病院 大阪市旭区 小児地域医療センター

大阪市西部
(福島/此花/西/港/大正/西淀川)

愛仁会千船病院 大阪市西淀川区 小児地域医療センター

大阪市東部
(天王寺/浪速/東成/生野/城東/鶴見/中央)

大阪赤十字病院 大阪市天王寺区 小児地域医療センター

大阪市南部
(阿倍野/住吉/東住吉/西成/住之江/平野)

大阪急性期・総合医療センター 大阪市住吉区 小児地域医療センター

コーディネーター及び会議運営業務

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

委託契約締結 圏域内での連絡会議①
データベース内容・運用方法検討会議①

訓練を経て
データベース改良

圏域内での連絡会議②
データベース内容・運用方法検討会議②

データベース仮運用 災害訓練での試験運用 データベース本格運用

今後のスケジュールのイメージ

資料１－２
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小児医療・周産期医療に関する新規事業について（小児医療連携体制・受入体制構築事業） 資料１－２
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資料１－３小児医療・周産期医療に関する新規事業について（災害時小児・周産期医療体制確保充実事業） 資料１－２



令和６年度の災害訓練について（近畿ブロック訓練）

第２回大阪府訓練検討部会資料 一部抜粋

11

資料１－３

小児・周産期医療の訓練を実施



令和６年度の災害訓練について（近畿ブロック訓練）

第２回大阪府訓練検討部会資料 一部抜粋

12

資料１－３
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令和６年度の災害訓練について（近畿ブロック訓練）

第２回大阪府訓練検討部会資料 一部抜粋

13

資料１－３



令和６年度の災害訓練について（近畿ブロック訓練）

14

資料１－３

⚫訓練の内容について（案）

・小児周産期災害リエゾンの本部参集訓練

・小児周産期リエゾンの本部活動訓練

・患者搬送訓練（実働または机上） etc…

⚫訓練内容の検討方法について

・主に小児周産期災害リエゾンに参加いただく訓練企画会議で検討する。

・訓練企画会議については、訓練までに２回開催する予定。



医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査について
【目的】

◆ 法施行後における各医療機関の勤務実態や労働時間短縮への取組みを調査し、状況を把握

◆ 得られた情報を活用し、大阪府医療勤務環境改善支援センターによる個別訪問支援や好事例の横展開などにより、更なる医療機関の取組みを支援

◆ 令和６年６月19日付で国から都道府県に【医師の働き方改革の施行後実態調査】の実施依頼があったため、府独自項目とあわせて、

病院・有床診療所・休日夜間急病診療所（約700機関）に対して調査

Ⅰ 勤務状況

【調査項目】

医師の勤務状況 ・時間外労働時間数
・勤務間インターバルの確保状況
・宿日直許可取得状況 等看護師の勤務状況

Ⅱ 医師派遣の状況

派遣先医療機関における医師派遣の実態及
び４月以降の引き揚げ状況

・医師派遣の状況（引揚の有無）
・診療科
・派遣元＜派遣等の差配元（医局）＞
・引き揚げ医師数（常勤・非常勤別）

Ⅲ 診療機能への影響

救急

・縮小の有無、内容
・今後の対応方針

周産期

救急・周産期以外

Ⅳ 働き方改革に資する取組み状況

人材確保 ・タスクシフト・シェアの状況
・特定行為研修関係について深堀り確認
・ICT機器等導入状況
・コンサル等を活用した組織改革、業務のアウト
ソーシング
・医師の働き方改革についての広報物活用状況
・働き方改革に資する先進的な取組 等

設備整備

外部有識者の活用

来院者への制度周知

その他先進的な取組み

主な調査内容

縮小を行った場合
（予定も含む）

縮小の内容 〈診療時間縮小／産科対応医師削減／分娩取扱停止・削減／オープンシステム活用／
ハイリスク妊娠受入制限等〉 ※縮小の理由については該当医療機関に個別ヒアリング

地域の医療提供体制への影響 〈地域の医療提供体制の確保が可能/困難/不明〉

今後の対応方針 〈追加対応不要／BC水準申請／働き方の見直し／勤改センターに相談/地域の医療機関間で協議等〉

現在、調査実施中（回答期限：７月24日（水））です。回答にご協力よろしくお願いいたします。

資料１－４
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１か月児・５歳児健診に対する府の取り組み

3歳出生
乳児一般
（前期）個

４か月
乳児一般
（後期）個

１歳6カ月 就学前

新生児スクリーニング

全域 全域交付税 法定（交付税）医療機関 文科省

発達相談
巡回相談（府支援）

5歳児健診

市町村独自

発達障がい問診項目の手引き（府）

要フォロー なし 気になることができた
時点で相談

医療機関

療育機関

母子保健

保育所・幼稚園 小学校との連携

集 集 集

【教育施策】
進学先選択
個別教育支援計画

【福祉施策】
巡回相談（新子育て交付金）
初診待機解消事業
障がい児等療育支援事業
発達支援拠点→通所事業所支援
サポートブラン 発達障がいの取り組み

【保健施策】
先天性代謝異常等検査
新生児聴覚検査
乳児家庭全戸訪問事業
未熟児・育成・小慢医療費助成
保健所による市町村への技術的助言

健診ガイドライン作成
乳児健診価格統一
屈折検査機器導入助成
人材育成

【１か月児健診】
府内全域で乳児一般前期を１か月健診に変更
⇒乳児健診ガイドライン改定（R6.3）

（令和６～７年度は経過期間）

【５歳児健診】
令和５年度以前から守口市（巡回）、能勢町
（集団）実施
令和６年度より新たに５市で実施（予定含む）

府
現
行 乳児健康診査受診票（一般・後期）ガイドライン（府）

乳幼児健康診査未受診児対応ガイドライン（集
団）

【今年度の取り組み】
・５歳児健診の課題、取り組み方針を検討するためワーキングを３回程度開催予定

構成：政令中核市、５歳児健診実施市町、医師、庁内（健康医療部、福祉部、教育庁）
・第１回目を５月に実施し、医師等健診従事者、紹介先医療機関の確保、療育、教育との連携などサポート体制が必要との意見があっ
た。
・府独自の取り組みとして発達障がい問診項目の手引きを作成、このほか市町村において発達相談などの事業を実施しており、支援の
必要な方には対応できているのではないかという意見もあった。
・これらを踏まえ、全市町村を対象に調査を実施し結果を踏まえ、必要に応じて各種ガイドライン等を修正する予定。

「１か月児」及び「５歳児」健康診査支援事業について（府の取り組み） 資料１－５
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